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PART 03

特定した各マテリアリティに対
する自社の取り組み方針を設
定。また今後、関係する事業会
社・部門と連携のうえでKPIを
設定。

抽出した社会課題を経営層で
議論し、ステークホルダーにとっ
ての重要性と自社にとっての重
要性のいずれも極めて高い課
題を重要課題（マテリアリティ）
として特定。

経営層の
議論を経て

マテリアリティを特定

取り組み方針
および

KPIの設定

SDGsの17のゴールに紐付けら
れた169のターゲットから、プロ
ジェクトチームにて抽出した自
社のサステナビリティ基本方針
に合致する10の社会課題を「マ
テリアリティマトリックス」上に
プロットして、課題の網羅性を
確認し、位置付けを明確化。

環境・社会・経済に
影響を与える

自社課題を抽出

経営基盤

持続的成長に向けた重要課題（マテリアリティ）

　当社グループは、モビリティとその関連商品・サービス
の提供を通してお客さまに快適な暮らしをお届けすると同
時に、地域・社会への積極的な貢献によって地域・社会の
皆さまとともに繁栄することをめざしています。
　その実現にあたってはサステナビリティの視点が不可
欠であり、近年は当社グループが担うべき社会的責任もよ
り大きくなってきています。また、サステナビリティに関する
取り組みは、リスクの減少のみならず収益機会にもつなが

り、企業価値の向上に資するものだと捉えています。
　こうした考えのもと、当社グループは2021年12月に「サ
ステナビリティ基本方針」を策定しました。
　サステナビリティに関する取り組みにあたっては、当社
グループの事業特性や事業環境などを踏まえ、「気候変動
への対応」「安心・安全な社会の実現」「人権の尊重と人的
資本の充実」「地域社会への貢献」の４つのマテリアリティ
を特定し、それぞれ右表のような取り組みを進めています。

当社グループは、モビリティおよび関連の商品・サービスの提供を通してお客さまに快適な暮らしをお届けし、また地域・社会への積
極的な貢献により、地域・社会の皆さまと共に繁栄することをめざします。
また、法令と社会のルールを順守し、公平・公正で高い透明性を持った効率的な事業活動のもと、お客さま、株主、取引先、従業員、地
域社会などすべてのステークホルダーを尊重しながら、社会の一員として、持続可能な社会の発展をめざします。

サステナビリティ基本方針

サステナビリティ基本方針に基づく4つのマテリアリティ

マテリアリティ特定・KPI策定プロセス

STEP

01
STEP

02
STEP

03

マテリアリティのリスク・機会と取り組み方針

マテリアリティ

気候変動への対応
安心・安全な
社会の実現

人権の尊重と
人的資本の充実

地域社会への貢献

事
業
・
財
務
へ
の
影
響

⚫再生可能エネルギー導入
によるコスト増

⚫ガソリン車の需要減による
収益悪化

⚫安全装備などの充実にとも
なう車両の高額化による 
需要減

⚫国内の人口減少にともなう、
採用における競争の激化、
採用数の減少

⚫労働市場の流動性の高ま
りによる若年層の定着率
低下

⚫地域貢献が不十分と評価
されることによる企業ブラ
ンドの毀損

⚫収益性の高いEVの販売構
成比増

⚫電動車に対する需要の高
まり

⚫再 生 可 能 エネ ル ギーの 
活用拡大による脱炭素化

⚫収益性の高い安全・運転
支援技術搭載車の売上構
成比増

⚫保険の付帯率・単価の上昇

⚫災害時の避難施設としての
店舗活用

⚫社員のスキルアップによる
収益貢献

⚫ワークライフバランスを尊
重した働きやすい職場の
実現による、社員のモチ
ベーション・ロイヤリティの
向上

⚫ブランド価値の向上による
収益貢献、社員のモチベー
ション向上、優れた人財の
確保

取
り
組
み
方
針

⚫試乗車の増強、カーシェア
リング/レンタカーの拡大、
販売ツールのDX推進など
に取り組み、電動車の普及
を加速

⚫E V 認 定 整 備 士 の 育 成 、 
技術習得などにより、EVの
整備力を維持・向上

⚫本社および店舗での事業
活 動 に お ける再 生 可 能 
エネルギー電力導入比率
を引き上げ

⚫太陽光発電とEVのリユー
スバッテリーを活用した 
蓄電システムの導入店舗
を増設

⚫個人リース（P.O.P）を中心
としたサブスクリプション
型商品の販売強化、リアル
とバーチャルを組み合わ
せ た 試 乗 機 会 の 提 供 に 
より、安全・運転支援技術
搭載車の普及を加速

⚫特定整備制度の認証取得
に向けた整備機器導入や
整備士の技術修得の推進
により、安全・運転支援技
術に対する高品質な整備
力を維持・向上

⚫大規模災害時の帰宅困難
者への一時滞在施設として
店舗ショールームを開放

⚫DE＆I方針に基づき、当社
の理念、価値観にマッチす
る多様な人財を確保(新
卒・中途、国籍・性別問わ
ず）

⚫社員紹介制度、退職者再
雇用制度などにより、中途
採用を強化

⚫お互いを尊重し安心して働
き続けられる風土の醸成

⚫研修制度の充実により、社
員の学ぶ機会を拡大

⚫若年層（1～5年次）意識調
査の実施と人事アドバイ
ザーの個別対応（訪問・ヒ
アリング）を通じて、マネジ
メント力を向上

⚫仕事と家庭の両立支援な
ど、職場環境や各種制度を
整備

⚫自治体や警察署との災害
連携協定締結を推進

⚫子ども食堂への水や食料
の寄付、職場体験や視察
の受け入れ、バリアフリー
な店舗づくりなどを推進

⚫社会貢献推進プロジェクト
の一環として、東京都が推
進する「TOKYOこども見守
りの輪プロジェクト」に参
画

リスク

機会
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PART 03

　当社グループが取り扱うクルマやその周辺商品、アフ
ターサービスなどをお客さまに提供しているのは人、すな
わち「社員」です。従って、当社グループが事業活動を行う
うえで最も重要な財産は「社員」であると考え、「人権の尊
重と人的資本の充実」を重要課題（マテリアリティ）の一つ
に設定しています。人的資本を拡充させ、企業価値向上に
つなげることが人事担当役員としての私の使命であると
認識し、適正な人員数を採用し、育成していくための取り
組みを進めています。また、この取り組みをグループ全体
でよりいっそう強化していくことを目的として、2025年4月、
日産東京販売ホールディングスに人財開発部を設置しま
した。
　まず、優秀な人財の獲得や定着に向けては、採用活動
の強化はもちろんのこと、日産東京販売の入社5年目以内
の社員を対象に、エンゲージメント調査を毎月実施してい

ます（＞P39）。同社はグループのなかで最も新卒採用者
が多い一方、入社後5年以内に退職する社員も一定数い
ることが課題でした。調査の結果から社員の状況を把握し、
悩みや要望に応じて必要な支援や改善を行うことで、5年
以内退職率は年々改善傾向にあります。
　一方で、人財の定着の本質は、ただ「人数」を増やすこ
とではなく、その「質」も考慮した「適正な人員数」を維持す
ることにあると考えています。そうした考えから、社員一人
当たりの生産性も重視し、DXを推進することで業務効率
の改善も図っています。さらに、当社グループがめざす人
財像として掲げる「持続的に成果を上げ、向上心を持って、
自ら考え行動できる人財」を育成するべく、人財育成体系
を構築し、各人のスキル習得状況や職務・役職に応じたさ
まざまな研修を実施しています。

　持続的に企業価値を高めていくうえでは、採用した社員
一人ひとりが持っている能力を最大限に発揮できる職場
環境をつくっていくことも重要です。設備の更新などハー
ド面の整備だけでなく、ソフト面でも改善を図っていきま
す。具体的には、一人ひとりが意見を述べ、互いの考えを
尊重しながら議論できるような心理的安全性の高い環境

をつくることで、社員のやりがいを引き出し、パフォーマン
スの向上につなげていきます。そして、それによって会社の
魅力も高まり、入社希望者が増える——この好循環をグ
ループ全体で作ることで、さらなる事業成長と企業価値向
上を実現していきたいと考えています。

環境整備による好循環を、事業成長と企業価値向上につなげる

本質的な「人的資本の充実」に向けて、社員の定着と生産性向上に取り組む

「DE&I方針策定プロジェクト」メンバーのコメント

部署横断プロジェクトで、社員一人ひとりが
活躍できる職場づくりを推進しています
　当社グループは2024年度、DE&Iの推進に向けて、「DE&I方針策定
プロジェクト」を立ち上げました。このプロジェクトには、人事部をはじ
めとした多岐にわたる部署のメンバーが参加しています。私たちは、
すべての社員が「企業理念」や「大切にする価値観」に共感し、能力を
最大限に発揮できる職場環境の実現をめざしています。
　2024年度に策定した「DE&I方針」の社内浸透を図るとともに人事
制度や育児・介護制度の見直し、働き方改革、女性や外国籍社員の
活躍推進など、同方針に則った多角的な取り組みを進めています。こ
うした活動を通じて、当社グループ全体の持続的な成長と、社員一人
ひとりの働きがいの向上を実現していきます。

日産東京販売ホールディングス 
人財開発部　主担

早乙女 浩美

社や職場の運営などに活かされるよう、環境や制度の整
備を進めています。
　また、国内の生産年齢人口が減少傾向にあるなか、外
国籍社員の存在も今後ますます重要になります。外国籍
社員の存在感は年々増しており、2025年3月時点で80名
が在籍しています。外国籍社員が働くうえで最大のハード
ルになるのは、コミュニケーションにおけるギャップです。
そのギャップをなくすべく日本語や日本文化を学ぶ研修を
実施しているほか、日本人社員向けにも異文化への理解
を促す取り組みを行っています。以前は技術習得を主な目
的に入社する外国籍社員が多くいましたが、現在では日
本でのキャリアアップをめざしたり、社内の技術大会で上

位の成績を収めたりするなど、言語の壁を越えて成長し、
活躍する外国籍社員が増えており、非常に頼もしい存在に
なってきています。
　こうした背景を踏まえ、今後グループ全体でさらにDE＆I
を進めていくために、2024年度にDE&I方針を策定しまし
た。この方針を全社員が正しく理解し、職場に浸透するこ
とが、多様な人財が国籍・性別・価値観などの違いを尊重
し、互いに理解し、能力を発揮できる組織の醸成につなが
ると考えています。さらに、多様性がもたらす新たな気づき
や創造的な価値の創出が、当社グループの持続的成長に
つながると確信しています。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンをさらに進化させていく

　ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン（DE＆I）の
推進も、人的資本の充実に関わる重要なテーマです。これ
まで、当社グループは事業の特性上、女性社員が少ない

傾向にありました。しかし、顧客ニーズや社会課題が多様
化するなかで、多様な視点を持って対応する必要がありま
す。女性の視点も必要不可欠だと考え、女性社員の声が会

経営基盤

最も重要な財産である
「社員」の力で、
成長を加速させていく

MESSAGE

人財戦略

常務執行役員
人事部、人財開発部、
法務・コンプライアンス部担当

田代 亘
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　当社グループは、「人的資本の充実」を重要な経営課題
の一つとして位置付け、組織の持続的成長の実現に向け、
持続的に成果を上げ、向上心を持って、自ら考え行動でき
る人財の育成に取り組んでいます。

　企業理念の浸透をはじめ、考え方のベクトル合わせを
進めながら、各種調査の結果を踏まえ、人財への投資や人
事諸制度の改定につなげるなど、多角的・包括的な取り組
みを推進しています。

基本的な考え方

企業理念を実践できる環境と組織文化づくり

人権の尊重と人的資本の充実

経営基盤

●プロジェクト活動 
●社会貢献活動 
●中期経営計画 
●心理的安全性の促進 

自主自発の発揮

●人事 / 評価
●社内公募
●年金・退職金

人事制度改定

●待遇改善
●働き方改革
●環境改善
●研修・教育

人財への投資

DE&Iの環境整備

主な取り組み

●企業理念の浸透
●大切にする価値観の体現 
●反復メッセージの発信

主な取り組み

●社員満足度調査 
●ストレスチェック
●エンゲージメント調査 
●360°調査

主な取り組み

実態把握と
分析

多角・包括的な
取り組み

考え方の
ベクトル
合わせ

共通の価値観

人的資本の充実に向けた取り組み

　当社グループが持続的に成長していくには、すべての
社員が同じベクトルで、一人ひとりが進化していく必要が
あります。進化への方向性を明確にするものとして、「企業
理念」とそれを具現化するための指針となる「大切にする
価値観」を2022年11月に策定しました。
　社員が企業理念をつねに意識して行動するには、企業
理念に込めた意味を社員が理解し、共感することが必要
です。そこで、社員の理解促進と実践をサポートすること
を目的に、社内横断的に集まったメンバーによる企業理
念浸透プロジェクトを発足しました。
　まず、企業理念のキービジュアルを作成し、ポスターにし
てすべての事業所に配布しました。さらに、企業理念に込
めた意味や価値観を体現する行動を知ってもらうため、
幹部層、部課長層（店長・工場長）、および希望する社員を

対象としたワークショップを順次実施しました。ワーク
ショップを受講した社員は延べ900名にのぼります。
　さらに、このワークショップを受講した社員が中心となり、
各自の職場で企業理念について自由に話し合う場を設け
ました。社員一人ひとりへの浸透は着実に進んでいます。

企業理念ワークショップ

　今後も多くの社員が企業理念を理解し共感することを
促し、自発的な行動につなげていけるよう、企業理念浸透

プロジェクトの活動を継続していきます。

　当社グループは、社員一人ひとりが主体的に向上心を
持って成長し、めざすキャリアを実現できる環境や制度の
整備を推進しています。なかでも、日産東京販売では、「組
織の持続的成長を実現するため、持続的に成果を上げ、
向上心を持って、自ら考え行動できる人財」の育成をめざ
し、各等級に求められる知識やスキルを習得するための
人財育成体系を構築。2年に1度、対面研修へ参加する機
会を設けています。
　2024年度は、希望制の「チャレンジプログラム」や若手
社員向けの「スマイル研修」などの集合研修のほか、企業
理念の浸透を目的としたワークショップに全社員の約半
数が参加し、個人や組織の成長に向け学びを深めました。

人財育成の取り組み

人財開発部長のコメント

企業理念に基づき、
グループ全体の人財力を強化していきます
　人財開発部の主な役割は「採用」と「人財育成」です。2022年から
本格的にスタートした研修は、社員の内面的成長（ソフトスキルの習
得）を目的としたものとして、人財開発部が自らその内容を企画・運営
しています。「全体のレベルアップを図る階層別」、「主体的に考え行動
できる力を育むチャレンジプログラム（希望制）」、「次世代リーダー育
成のための指名・推薦制」の3つを柱に、企業理念やめざす人財像を
ベースに、外部環境から求められることや社内課題の解決につなが
ることに加え、自主性や社内コミュニケーション向上を重点にした
テーマで取り組んでいます。
　これらの研修の成果として、特に若手の成長を実感しています。
2025年度からは対象を当社グループ全社に広げ、より実効性の高い
研修になるよう、プログラムの工夫にもさらに力を入れていきたいと
考えています。めざすのは、「学び」を楽しみ、新たなことにチャレンジ
する人財の育成です。

日産東京販売ホールディングス 
人財開発部　部長

小関 みさ子

めざす人財像

組織の持続的成長を実現するため、
持続的に成果を上げ、向上心を持って、
自ら考え行動できる人財

また、マネジメント能力強化を目的に、全店長・全工場長を
対象とした研修を実施。人財育成の考え方や部下の成長
を促す仕事の任せ方、チームを率いて成果を上げるため
のマネジメントスキルを習得することで、時代に即した
リーダーへの理解深化を図っています。
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PART 03 経営基盤 ｜ 人権の尊重と人的資本の充実

　当社グループは、心理的安全性が確保されている組織
風土のもと、一人ひとりが自主・自発的に能力を最大限に
発揮できるよう、2024年度に「DE&I方針」を策定し、DE&I
の理解・浸透に取り組んでいます。
　日産東京販売では、2025年3月時点で80名の外国籍社
員が主に整備士として活躍。上位等級に昇格して、さらに
高いレベルの業務や後輩指導にチャレンジしている社員
が年々増えています。
　2022年度から外国籍社員を対象に、日本語学習支援の
ための研修や職場のマナー研修を実施し、語学力の向上
および日本文化への理解促進に取り組んでいます。また、
主体的な学びを支援する取り組みとして、希望者に対し日
本語学習のｅラーニングを展開。2024年度からは、外国籍
新入社員に対して新たに日本語・異文化研修も導入しまし
た。さらに日本人社員に対しても、「異文化理解＆コミュニ

ケーション研修」を実施しています。コミュニケーション能
力向上と相互理解を促すことで、お互いを尊重しながら成
長できる、働きやすい職場環境の整備や企業風土の醸成
を進めています。
　また、多様なお客さまのカーライフを支えるためにはさ
まざまな視点や感性が不可欠という考えのもと、女性社員
の採用・育成にも注力しています。性別にかかわらず、誰も
がモチベーション高く、能力を存分に発揮できるよう、行動
計画（以下「2025〜2029年度 女性活躍推進法に基づく行
動計画」参照）を掲げ、各種施策に取り組んでいます。
　今後も、多様性に応じた支援や公正な成長機会が与え
られる職場環境づくり、また多様な人財が互いの違いを認
め、受け入れ合い、一人ひとりの能力が最大限に発揮され
る風土づくりを進めていきます。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE&I）

22.4

女性社員比率/女性管理職比率採用における外国籍社員比率

（注）日産東京販売の各年度4月1日時点のデータ
● 女性管理職比率 ● 女性社員比率
（注）日産東京販売ホールディングスおよび日産東京販売の合算データ
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当社グループにおけるDE&Iの定義

DE&I方針

私たちは、下記DE&Iの定義に基づく行動によって多様な人財一人ひとりが能力を
最大限に発揮することで、当社グループの企業理念「モビリティの進化を加速させ、
新しい時代を切りひらく　笑顔あふれる未来のために、わたしたちは走り続ける」、
および8つの大切にする価値観「お客さまを笑顔に」「働く仲間も笑顔に」「チームワ
ーク」「プロフェッショナル」「チャレンジ」「考えながら動く」「地域との共生」「社会的
責任」を体現し、持続的な成長をめざします。

本方針は、当社グループで働くすべての仲間に適用します。また、グループ各社は本方針の実現に向けて具体的な取り組みを
推進します。

ここでいう個性とは、性別、年齢、
人種や国籍、障がいの有無、性的
指向、宗教、信条、価値観、キャリ
アや経験、雇用形態、働き方、家
族など、あらゆる違いを指します。

それは一人ひとりの個性や状況
に応じて、学ぶ機会や、公正に処
遇されるような評価制度など、環
境を整備することです。

企業理念の体現をめざし、ともに走り
続けたいと願う一人ひとりが主体的に
参加し、言うべきことを言い合える状
態です。

ダイバーシティ（多様性） エクイティ（公平性） インクルージョン（受容性）

一人ひとりが個性を認め合い、
尊重することです。

一人ひとりの状況に応じた
公平な機会を提供することです。

一人ひとりが個性を受け入れ、
持てる力を最大限に発揮することです。

社員インタビュー

日本語を学び続け、夢に向かって挑戦しています
　2022年4月に入社した当初は、日本語がまだ十分に理解できず苦
労しましたが、自分なりに勉強を続けました。その結果、日本語能力試
験で最も難易度が高いN1レベルに、3度目の挑戦で合格できました。
　仕事をしながら勉強を続けるのは大変でしたが、当社のeラーニン
グのおかげで、自宅で毎日少しずつ学ぶことができました。とくに、動
画での文法解説はわかりやすく、とても役立ちました。勉強を重ねた
ことでお客さまとの会話も以前よりスムーズになり、コミュニケーショ
ンがとりやすくなったと実感しています。今後は、習得した日本語能力
を活かし、メカニックの資格取得にもチャレンジしたいと考えています。

日産東京販売 
駒沢店　テクニカルスタッフ

ソォ リンリンテッ

2025〜2029年度
女性活躍推進法に
基づく行動計画

01

営業職（サービスフロント職を含む）の新卒・中途採用において、
女性比率を50%以上とする
計画策定時：44.4％（2024年度末時点）
※女性社員の割合は、13.8%（2024年度末時点）

女性管理職を5年間で5名登用する
計画策定時：女性管理職 17名（2024年度末時点）
※女性管理職候補群（課長補佐）の在籍は、72名（2024年度末時点）

02
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気候変動への対応

PART 03

　当社グループでは、カーボンニュートラル社会の実現に
向けて、環境にやさしい活動を積極的に推進しています。
　中期経営計画期間に電動車販売比率90％以上、EV販
売によるCO₂排出削減量1.6万トンの目標を掲げています。
　また、店舗への太陽光発電システム設置を進めるととも

に、国際規格 ISO14001を適合した日産独自の環境マネ
ジメントシステム「日産グリーンショップ」の認定を受け、油
水分離槽、廃油タンク、産業廃棄物置き場などを適正に運
用しています。

基本的な考え方

　当社グループの重要課題の解決に向けた取り組みを着
実に推進し、中長期的な成長力および持続可能性を向上
させるとともに、事業を通じて持続可能な社会の実現に貢
献することを目的として、2022年9月に社外取締役を委員
長とするサステナビリティ委員会を設置しました。
　サステナビリティ委員会は取締役会の諮問機関として
設置され、サステナビリティに関する方針や目標、実行計
画の策定、目標に対する進捗管理・評価、個別施策などを
審議し、取締役会に対して答申を行います。
　また、事業活動におけるサステナビリティに関するリス
クの洗い出しや、影響度・発生可能性の観点からの評価も

行っています。事業に大きな影響を与えるリスクや、当社グ
ループの事業戦略との関連性が高いリスクについては、
シナリオ分析を実施し、対応戦略を検討します。

ガバナンス・リスク管理

電力価格の変化 燃料価格上昇にともなう電力価格の上昇によるコスト増加 中期 中

炭素価格上昇が車両製造の原材料価格などを押し上げ、
それらが仕入価格に転嫁されることによるコスト増加

中期 大

移行リスク

リスク・機会の主要因 事業影響 影響度※2発現までの期間※1

炭素価格等の
GHG（温室効果ガス）
排出規制強化

化石資源の
価格の変化

自社拠点（建物、整備工場など）が使用する
エネルギー価格の上昇、および物流・輸送コストの増加

中期 中

自社ビル、工場などの操業における炭素価格上昇によるコスト増加 中期 中

省エネ法規制の強化 設備更新・投資などの対応コストの増加 短期 中

TCFD提言に基づく報告

サステナビリティ委員会の構成

取締役会

サステナビリティ委員会

諮問答申

議長：竹林 彰（代表取締役社長）

委員長：長谷川 直哉（社外取締役）

　当社グループの事業に影響を及ぼす気候変動リスク・機会を特定し、それらの財務影響度を定性的に評価しました。

戦略

経営基盤 ｜ 人権の尊重と人的資本の充実

※1 短期：3年以内/中期：4～9年/長期：10年以上　※2 小：1億円未満/中：1億円以上10億円未満/大：10億円以上

　当社グループでは、社員のエンゲージメント向上のため、
複数の調査を実施しています。
　その一つである「社員意識調査※3」は、日産東京販売の
正社員を対象に、年1回実施しています。社員の現状を把
握することで経営や人財戦略上の課題を発見し、社員の
働く意欲やマネジメントの質の向上につなげています。さ

らに、「若年層向け意識調査※3」も、日産東京販売に在籍す
る入社1〜5年目の社員を対象に毎月1回実施。人事アドバ
イザーが結果数値の変化やコメントを確認し、店舗への訪
問やヒアリングを通して、不満や困りごとの改善につなげ
ています。
※3 「社員意識調査」は日産グループ全体での実施、「若年層向け意識調査」は日産東京販 
	 売での実施

社員のエンゲージメント向上

　当社グループでは、多様な人財がそれぞれの持つ能力
を最大限に発揮できるよう、ワークライフバランスを尊重
した働きやすい職場環境づくりに取り組んでいます。
　例えば、育児・介護が必要な社員向けの休業や短時間
勤務制度の拡充にも取り組み、2022年4月からは育児短
時間勤務の対象期間を小学校卒業までに延長しました。
　また、2023年度にはアルムナイ採用制度※1を導入し、ラ
イフスタイルの変化によって退職した社員の再就職も可
能にしました。その時々の状況に合わせて活躍し続けら
れる職場環境整備を進め、多様な働き方の実現につなげ
ています。
　このほか、店舗においては、新築や改装による全面刷
新を行うことで、職場環境の改善に取り組んでいます。ま

た、営業スタッフは、お客さまへの提案活動を円滑にする
ため、タブレット端末を活用しています。サービス工場に
おいては、空調整備や洗車機の導入など、整備士の働き
やすい職場環境づくりに注力しています。
※1 当社グループを退職した方を再雇用する採用制度

働きやすい職場環境づくり

2022年度 2023年度 2024年度

男性 5.9% 9.1% 13.3%

女性 100.0% 114.3% 120.0%

※2 �男性の育児休業取得率＝年度内に育児休業を取得した男性労働者数÷年度内に配
偶者が出産した男性労働者数×100

	 女性の育児休業取得率＝年度内に育児休業を取得した女性労働者数÷年度内に出
産した女性労働者数×100

男女別の育児休業取得率※2

育児休業取得者インタビュー

仲間に支えられ、安心して育児に専念できました
　私は2023年3月から1年2カ月間、育児休業を取得しました。子育て
に専念できる、本当に良い制度だと感じています。長期間仕事を離れ
ることに不安もありましたが、職場の仲間が「しっかりフォローする」と
言ってくれたことで、安心して休みを取ることができました。
　職場復帰後も充実したフォロー体制があり、子どもの急な体調不
良などの際も柔軟に対応していただける環境が整っています。子育て
しながらでも安心して働ける職場だと実感するとともに、仲間の存在
にも心から感謝しています。

日産東京販売 
八王子東浅川店　係長　サポートスタッフ

樽本 陽子
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PART 03

　日産東京販売ではEVを含む電動車の普及に向けた取
り組みに加え事業活動においてもGHG排出量を削減する
ことが重要と考え、2022年度から新車販売店舗のCO₂排
出量を可視化する取り組みを実施しています。各店舗にお

ける電気、ガス、ガソリンの使用実績を日産東京販売の取
締役会に毎月報告するとともに、これらの実績からCO₂排
出量を算出し、毎月モニタリングしています。

店舗におけるCO2排出量のモニタリング

経営基盤 ｜ 気候変動への対応

洪水の高リスク拠点数の増加割合

使用シナリオ 2.0℃シナリオ 4.0℃シナリオ

2023年度からの
増加割合

2050年 2090年 2050年 2090年

約1.02倍 約1.02倍 約1.04倍 約1.09倍

物理的リスク

移行機会

電気自動車（ＥＶ）
需要の増加

化石資源の
価格の変化

販売車両の省エネ化による
コスト優位性（対他社）の確立、販売機会の拡大

中期 中

ＥＶ普及による販売車種の多様化、高価格化 中期 中

ＥＶ販売に関する経験を持つ
社員が多いことによる、販売機会の拡大

中期 中

洪水、高潮、台風などの
異常気象の激甚化

自社拠点の被災、および操業停止
（社員被災による操業停止を含む）

短期 中

「省エネしない」場合 「省エネする」場合※3

移行リスクのシナリオ分析結果イメージ（財務影響）

リスク・機会の主要因 事業影響 影響度※2発現までの期間※1

　脱炭素社会の実現に向けた取り組みの一環として、
2023年4月よりグループ内で再生可能エネルギー電力を
導入しています。2023年度には、当社グループ全体で使用
する電力の内、まず15%を再生可能エネルギー電力に切

り替えました。これにより、電力使用による年間CO₂排出量
を、前年比約1,250トン※7削減しました。
※7 約1,250トン≒2022年度使用電力量の15%（約3,057千kWh）×CO2排出係数 
		 （0.000408t-CO2/kWh）

再生可能エネルギー電力の導入

事業を通じた取り組み

　特定した気候変動リスク・機会の内、重要性や当社グループの事業との関連性が高いものについて、シナリオ分析を実施し
対応戦略を検討しました。

移行リスク

　移行リスクにおいては、事業活動にともなうエネルギー
使用や、その結果排出されるGHGに対する炭素税の導入
といった事象が当社グループに与える財務影響を把握す
るため、1.5℃、2.0℃、2.6℃の温度上昇シナリオに基づい
た分析を実施しました。
　分析の結果、当社グループ事業の将来想定に基づいて、
炭素価格負担やエネルギー負担による財務影響は限定
的であることが確認できました。
　いずれのシナリオにおいても、炭素価格負担およびエ

ネルギーコストは「省エネする」場合の方が「省エネしな
い」場合に比べて低減されます。また、2030年の方が2050
年よりも財務負担が大きくなりますが、これは2030年の方
が脱炭素社会に向けた過渡期にあり、炭素価格やエネル
ギー負担が大きくなることが理由です。
　今回の当社想定の範囲においては、該当する気候変動
リスク要因に対する組織的なレジリエンスを有していると
考えられます。

　気候変動への対応における指標と目標および実績※5は、次のとおりです。

指標と目標

指標 目標（2026年度）

EVの年間販売台数

乗用車における電動車販売比率

EV販売によるCO2排出削減量

10,000台

90%以上を維持

1.6万トン※6

実績（2024年度）

2,182台

90.5%

0.3万トン※6

※5 日産東京販売における指標　※6 販売したEVによるCO2排出削減貢献量（ライフサイクル全体）

にかけて高リスク拠点数が増加し、各拠点で想定される浸
水深も大きくなる傾向が見られました。当該シナリオでは、
気候変動による一定の財務影響も見込まれています。これ

らの分析結果に基づいて、今後BCP（事業継続計画）の見
直しや各種災害対策を実施していきます。
※4 浸水深0.5m以上を高リスクと規定

2022年
（基準値）

2030年 2050年 2022年
（基準値）

2030年 2050年

1.5℃シナリオ 2.0℃シナリオ 2.6℃シナリオ

※3 2.6℃シナリオは、公表政策以上の省エネなどが進まない想定のため、
	 「省エネする」場合の影響額は算出していません

物理的リスク

　物理的リスクにおいては、当社グループが所在する162
拠点について、現時点、および2.0℃、4.0℃の温度上昇シ
ナリオ下における河川氾濫がもたらす影響を評価し、事業

への財務影響を分析しました。分析の結果、2.0℃シナリオ
においては、洪水の高リスク※4拠点数に大きな変化は見ら
れませんでした。一方、4.0℃シナリオにおいては、2090年

※1 短期：3年以内/中期：4～9年/長期：10年以上　※2 小：1億円未満/中：1億円以上10億円未満/大：10億円以上
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　電動車に関わる先進技術は、日々進化を続けています。
当社グループでは、その進化に合わせて、職種別や商品別
の研修を適宜実施するとともに、資格制度を設け、積極的
にチャレンジできる環境を整備しています。
　さらに、EVの提案にあたっては、バッテリーの特性、充
電の場所・方法、航続距離、自宅への給電、補助金など、多
岐にわたる知識が求められます。日産東京販売は、2010
年の初代「日産リーフ」発売以来、さまざまな研修や現場
での業務を通じて、ノウハウを蓄積してきました。EV以外
の車種においても、商品知識はもちろん、リース、保険など
の金融知識、タブレットなどのデジタルツールの活用など、

さまざまなスキルが求められます。整備に関してもこれまで
のガソリン車やハイブリッド車にはない高電圧の装置を取
り扱うため、より高度な専門技術が必要です。
　また、さまざまな研修や業務によって蓄積してきた知識・
ノウハウを日々の提案や整備に活かしています。さらに、日
常の業務のなかで出た好事例はベストプラクティスとして
店舗間で共有しています。
　当社グループはこれからも、つねにお客さまの期待を超
える高品質なサービスを提供できる高度な知識・技術の
水準を維持し、暮らしに不可欠な移動手段の提案・販売と
その整備によって社会の安心・安全を支え続けます。

基本的な考え方

販売および整備の技能・スキルの向上に向けた取り組み

日産ウイナーズコンベンション

営業スタッフのコメント

より多くのお客さまに安全なクルマを
お届けするため個人リースを提案します
　サブスクリプション型の個人リース「P.O.P」は、新車購入時の多額
の初期費用が不要で、かつ残価を考慮してリース料が設定されてい
るので、気軽に始めることができるというメリットがあります。もう一つ
の大きなメリットが、契約から３年以降は、また新たな新車に乗り替え
ることができるという特約があることです。最短３年という早いサイク
ルで新車に乗り替えることで、つねに最新の安全装備の恩恵を受け
られます。「P.O.P」のお客さまを増やしていくことで、安心・安全なカー
ライフの輪を広げていきたいです。

日産東京販売 
八王子店　主任　カーライフアドバイザー

大塚 統弥

　日産東京販売では、車両の販売だけでなく、個人リース、
車両に付帯する金融商品の販売なども行っており、それ
らのサービス向上に向けた研修も実施しています。
　「個人リース研修」は、個人リース商品の特長やお客さ
まのメリット、活動・話法の好事例を学ぶ研修で、営業ス
タッフを対象に実施しています。
　個人リース販売は、研修や好事例の迅速かつ効率的な
水平展開に努めています。これにより、個人リース車両の

保有台数は2024年度末時点で1.6万台を超え、高い新車
販売効率の母体となる顧客基盤は拡大を続けています。
　また、保険募集の適正な業務遂行とコンプライアンス
遵守の徹底を目的とした研修も実施しています。これによ
り、適正な保険募集につなげるとともに、ロールプレイン
グによる保険商品の提案力向上を図っています。
　今後もこれらのサービス向上にむけた取り組みをさら
に強化していく方針です。

リースおよび保険に関する知識・ノウハウの共有のための取り組み

安心・安全な社会の実現

全国日産サービス技術大会（首都圏ブロック大会）

全国大会においても、日産販売会社117社の頂点をめざ
します。

　当社グループは、販売や整備の技能・ノウハウの向上
に向けた各種資格制度を設けているほか、技術力を競う
大会にも積極的に参加しています。
　資格制度の一つである「日産カーライフアドバイザー認
定制度」は、新車・中古車販売におけるプレゼンテーショ
ン技術の向上を目的としており、日産東京販売の営業ス
タッフ（カーライフアドバイザー）のなかで一定の販売実
績条件をクリアした希望者が知識やロールプレイングの
審査に挑戦。2024年度は38名が合格しました。
　また、「日産サービス技術修得制度」は、車両整備にお
ける知識・技術の向上を目的とした制度で、希望する整備
士が年1回行われるカテゴリー別の審査に挑み、2024年
度は116名が合格しました。
　そして、整備知識・技術を全国の日産整備士で競う「日
産サービス技術大会/日産板金・塗装技術大会」には、日
産東京販売とエヌティオートサービスの整備士が参加し、
これまでに全国優勝も果たすなど、つねにトップレベルの
ポジションを維持しています。2024年は、「全国日産サー
ビス技術大会」の予選である「首都圏ブロック大会」が開
催され、当社グループは準優勝を果たしました。2025年の

PART 03 経営基盤
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基本的な考え方

地域社会への貢献

「社会貢献推進プロジェクト」活動方針

（1）当社グループならではの活動であること

（2）�長期間継続することで未来につながる活動 
であること

（3）�地域社会から認知・評価される活動であること

（4）�社員が自発的に取り組みたいと思える活動
であること

（5）わかりやすく実行しやすい活動であること

講義の様子

職場体験・視察の受け入れ
　地域との協力・連携および未来の消費者である子ども
たちへのブランディング、海外の同業者との人財交流を目
的とし、近隣の中学校・小学校・幼稚園や、海外政府・海外
整備専門学校などからの職場体験や視察を受け入れて
います。

大学での出張講義
　当社では大学の要請に応じて、企業研究をテーマとす
る講義などに、当社グループの幹部社員を講師として派遣
しています。2025年7月に行われた講義では、事業モデル
や企業理念、サステナビリティに関する取り組みなど、当
社が企業活動を通じて社会に提供している価値を紹介し
ました。“現在進行形”の生きた事例として学生の研究材料
に活用されています。

バリアフリーな店舗づくり
　すべてのお客さまに安心・安全にご来店いただくため、
ショールームへのバリアフリートイレ、授乳室の設置を推
進しています。

保育園児の工場見学の様子

TOKYOこども見守りの輪プロジェクト

地域社会への貢献活動

自治体との連携
　当社グループは、各自治体と連携してさまざまな取り組
みを進め、その一環としてこれまでに14の自治体、9つの
警察署と災害連携協定を締結しています。各店舗に食料
品や水、簡易トイレなどを備蓄し、災害時には一時滞在場
所として開放するほか、非常用の電源としてEVやポータブ
ル給電器「パワー・ムーバー」の貸与も行っています。平時
においても、地域イベントで使用する電力をEVやパワー・
ムーバーから提供しています。パワー・ムーバーは2025年9
月時点で83店舗に配備しています。
　また、「社会貢献推進プロジェクト」の一環として、2024
年6月に東京都が推進する「TOKYOこども見守りの輪プロ
ジェクト」に参画しました。当社の東京におけるネットワー
クを活かして地域の安心・安全に貢献します。

なイベントへ参加してきました。今後も「社会貢献推進プロ
ジェクト」の活動を通じて、当社グループの強みを地域社
会の利益に還元する取り組みを継続していきます。

　当社グループは、モビリティを通じてお客さまに快適な
暮らしをお届けし、地域・社会との共栄をめざしています。
　また、事業活動においては取引先やパートナーとの関
係強化も不可欠と考え、ともに良好な関係づくりに取り組
んでいます。2023年8月には、当社グループの「大切にする
価値観」に基づき、企業市民としてその役割を果たしていく
ため、「社会貢献推進プロジェクト」を立ち上げ、方針（右記
参照）に沿って社会貢献活動を推進しています。
　当社グループでは、これまで事業における特徴・強みを
活かしてさまざまな社会貢献活動を実施してきました。東
京都内に広がる店舗ネットワークを活用した「TOKYOこど
も見守りの輪プロジェクト」への参画や、EVを電源とした
防災やお祭りなどの地域の安心・安全に寄与するさまざま

小金井フェスティバルコートでの防災イベントの様
子

地域の防災イベントに参加

　2025年4月に、東京都三鷹市・小金井市・武
蔵野市・西東京市による合同防災イベントに
参加しました。EVによる給電のデモンストレー
ションのほか、パネル展示も実施し、災害など
による大規模停電時のEVの有用性をアピー
ル。移動手段としてだけでなく、「有事の際に
有用なバッテリー」としてのEVに対する認知
を拡大することにつながったと考えています。
　今後も、当社グループとして、同様の活動を
推進していきます。

PART 03 経営基盤

「しながわCSR推進協議会」への参画
　本社を置く東京都品川区では、「しながわCSR推進協議
会」に参画しています。各種イベントへの参画を通じて品川
区や他企業、住民と情報発信・交換を行いながら、さまざ
まな分野において社会貢献活動を進めています。
　また、自社農園で収穫した野菜を品川区内の子ども食
堂へ定期的に寄付しています。

4645 Nissan Tokyo Sales Holdings Integrated Report 2025Nissan Tokyo Sales Holdings Integrated Report 2025



菊池　私は日産自動車に入社後、主にセールス＆マーケ
ティング領域で新型車発売やプロモーションに携わって
きました。米国や中国での業務に加え、日本や韓国では
販売会社の社長職も経験しました。2020年に当社入社後、
経営企画部で企業理念の刷新や中期経営計画の策定・
推進を担ってきました。
　現中期経営計画の後半2カ年は、既存事業の強化はも
ちろん、事業の多角化や、将来の成長エンジンになり得る
新規事業の開発・準備を加速させる必要があります。私は
主に、これらの新しいチャレンジを牽引していく役割を担っ
ています。そのために、2025年4月には「事業開発室」とい
う新組織を立ち上げ、自ら管掌しています。

長谷川　菊池さんはメーカーと販売会社のビジネスを経
験されており、海外市場でもさまざまなキャリアを積んでこ
られた方です。今後、当社が事業をダイナミックに進化さ
せ、自分たちの力で新しい時代を切りひらいていくうえで、
菊池さんの豊富な経験と多様な視点はとても貴重であり、

きわめて大きな役割を果たされるはずです。とくに、現在
の日産東京販売ホールディングスは、事業ポートフォリオ
を再構成する転換期に差し掛かっています。10年後、20年
後にどういう事業構造に転換していくか、今が非常に重要
な時期なので、この過程で強力なリーダーシップを発揮さ
れることを期待しています。

菊池　複数の国でさまざまな経験をしたことは、新規事業
の開発を担ううえで大いに役立っていると感じます。社会
の潮流や顧客ニーズの変化に対応しつつ、私たちの強み
を活かす案を練る際は、当社グループの“現在地”だけで
なく、モビリティ産業全体を俯瞰して捉えるようつねに心掛
けています。

長谷川　当社は社内外取締役の間の溝が浅く、一定の緊
張感を保持しつつも、良い関係を築いています。菊池さん
はフランクに話せる人柄なので、社外取締役から見て相談
しやすい存在ですね。

新任取締役に期待すること

Q：2025年6月に、菊池専務執行役員が取締役に就任しました。
これまでの主なキャリアと、これから果たすべき役割についてお聞かせください。

新任取締役が加わった

経営体制で経営基盤を強化し、

持続的な成長を追求する

2023年度にスタートした4カ年の中期経営計画は、折り返しとなる3年目を迎えました。3つの成長戦略に沿った取り組みは順
調に進捗している状況ですが、ここではより長期的に企業価値を向上していくために、今の当社が取り組まねばならない優先
事項、重視すべき経営基盤、事業成長に不可欠な点などについて、社外取締役と新任取締役が意見を交換しました。

取締役 専務執行役員

菊池 毅彦
社外取締役

長谷川 直哉

取締役対談

経営体制
PART04

取締役対談   	    48

コーポレートガバナンス   	    52

役員一覧   	    59
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PART 04 経営体制 ｜ 取締役対談

長谷川　当社グループの潜在的な能力については、ス
テークホルダーの皆さまの理解を深める余地があると感じ
ています。単に“東京で日産車を販売しているディーラー”
だと認知されている方々が、まだ多いのではないでしょう
か。しかし実際は、整備やリース、カーシェアリング、タク
シー事業や営繕・保険など、実に多様なモビリティ関連の
ビジネスを展開しています。グループ各社が手掛けるこれ
らの事業と、近い将来に立ち上がる新規事業群を統合的
に運営すれば、大きな相乗効果を生み出すことが期待さ
れます。すでにあるEV販売ノウハウなどの強みに、このグ
ループシナジーが加わることで、稼ぐ力と成長スピードが
格段に向上すると見ています。つまり、企業価値を上げら
れるポテンシャルが十分あるのに、ステークホルダーの皆
さまの理解が深まっておらず、株式市場における当社の評
価には、さらなる向上の余地があると思います。
　私は以前からこのような問題意識を持っていたので、自
らが委員長を務めるサステナビリティ委員会で下図のよう
な考え方を提案しました。この図は、企業価値向上に資す
る戦略およびマテリアリティを、成長の原動力である「稼ぐ

力」と、成長を支える「基盤」という2本立てで表したもので
す。この2つを統合し、一つのストーリーとして伝えていくこ
とが、ステークホルダーの皆さまからの理解を獲得するた
めに有効だと考えます。経営の基盤にあたる部分には、 

4つのマテリアリティとともに、人財をはじめESGへの取り
組みに不可欠な要素と体制を記載しています。これらをい
かにして稼ぐ力、すなわち中期経営計画の実践と達成に
結び付けていくかが、今問われています。その道筋をきち
んと立てて、世の中へ積極的に発信するべきでしょう。

菊池　昨今、企業が取り組むべき課題は実に多様化して
います。ここ数年の当社を振り返ると、成長機会と収益の
向上に直結する事業戦略を優先してきたのも事実です。し
かし、長谷川さんからの提案によって、既存ビジネスに非
連続な変革を起こし、新しいチャレンジを進めていくため
には、ESGを含む経営基盤の強化が不可欠であることを、
改めて強く気づかされました。

菊池　人的資本です。人財は、当社が持つ3つの強み
（→P13）の源泉であり、企業価値向上のベースになってい
ます。私たちは人財の力を核に据え、販売現場での対応力
やサービス品質の向上に、地道に取り組んできた経緯が
あります。近年は、モビリティ市場の変容に対応し競争優
位性を維持するため、人的資本の強化策を取締役会で継
続的に議論しています。

長谷川　菊池さんと同様、私も「人」を重視しています。ク
ルマという商品さえあれば、事業が成り立つわけではあり
ません。商品の魅力はもちろん、安全・運転支援技術がも
たらす価値や、整備・部品交換の必要性を、お客さまに安
心・納得していただけるようわかりやすく伝える役割を担
う人財が現場を支えています。だからこそ、お客さまからの
信頼を獲得できているのではないでしょうか。
　一方で、今の現場に足りていない要素はDE&Iです。自
動車ディーラーには、女性の活躍推進や女性管理職比率
の向上が期待されています。女性社員はこの10年で増加
傾向にありますが、女性管理職比率の少なさが課題です。
一方、外国籍の社員は着実に増加し、その多くは高い技術
レベルが求められる業務に就いて活躍されています。グ
ループ全体を俯瞰すれば、人財の多様性はまだまだ高め

る余地があるでしょう。

菊池　現在、採用の門戸を広げるなど、多様な人財が活躍
できる環境づくりを着実に進めています。DE&Iの推進は、
当社グループの事業継続力や成長力に大きな恩恵をもた
らします。とりわけ、社員の多様な視点により、新規事業や
新サービスの開発がいっそう活性化すると期待しています。
今後は人財育成体系にもAI等を活用した新たな仕組みの
導入を具体的に進めていきます。

長谷川　もう一つ、人的資本の充実に関しては、2023年度
から企業理念浸透を狙いとした社員向けワークショップ
を、各社の拠点単位で実施しています。これは現場と経営
層が一体感を持ち、考え方のベクトルを合わせて成長を
遂げていくうえで、非常に良い取り組みだと思います。こう
した活動を評価しつつ、私からさらに提案したいのは、地
域社会との良好な関係性の構築です。ディーラーの店舗
は、地域住民にとってより開かれた存在となる余地がある
と思います。現状は、「クルマの購入や整備」という目的を
持った人しか来店されないわけです。もう少し間口を広げ
て、地域住民の方々が「ちょっと覗いてみようか」という感
覚で、気軽に立ち寄れるような店舗づくりをめざしてほし

企業価値を高めるために

Q：経営基盤のなかで、とくに重視しているものは？

Q：当社の企業価値を向上していくために、今必要なことは何でしょうか？

成長マテリアリティ

●  先駆者としての強みを活かした EVなどの電動車の積極普及
●  先進の運転支援技術による安心 · 安全の提供
●  個人リースの利用拡大とモビリティ事業の強化

基盤マテリアリティ

資本コストの
低減

●  気候変動への対応
●  安心 · 安全な社会の実現

●  人権の尊重と人的資本の充実
●  地域社会への貢献

E S G

再生可能エネルギーの
活用拡大による脱炭素化

DE&I

人権の尊重

人財マネジメント

社外取締役のスキル

社外取締役の多様性

サステナビリティ社内浸透

収益性の高い
電動車の販売構成比増

利益の成長

機 会

リスク

企業価値向上につながるマテリアリティの示し方
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いと考えています。そうなれば店舗を介して、グループの多
様な商品・サービスを知っていただく機会が増え、新たな
ビジネスチャンスの創出につながっていくはずです。

菊池　当社はこれまでも、東京都の各自治体や警察署と
連携し、地域のイベントにおいてEVからの電力供給デモ

を実施するなど地域の安心・安全に資する取り組みを進
めてきました。長谷川さんの提案にもあったように、今後は
店舗の敷居を低くし、気軽に立ち寄れる場づくりをめざし
ます。私たちをより身近に感じていただくための情報発信
とアクションを、活発化していきます。

長谷川　私はつねづね、「経済とサステナビリティは両輪
であり、いずれか一方が欠けても持続可能な成長は実現
できない」という思いを持ち続けてきました。日産東京販
売ホールディングスにも、収益向上と持続可能な社会への
貢献、この両方を追求し続けてほしいですね。社外取締役
に就任して5年目になりますが、これまでに培ってきた強固
な経営基盤をベースにして、次世代のモビリティビジネス
のあり方を描いていく、重要な時期に来ています。社会に
おける当社の立ち位置を踏まえつつ、次世代の事業構想
を実現に導くという重要な役割を、社長の竹林さんや菊池
さんには期待したいですし、社外取締役である私も、監督・
助言などの役割をしっかり果たしていきます。

菊池　長谷川さんの発言にもつながりますが、短期的な
収益目標の追求・達成はもちろん、次の中期経営計画、さ

らにはその先を見据えてどのような戦略を描くかを真剣に
考えるべき時期に来ていると認識しています。社外取締役
の皆さまから多様な意見や助言をいただきつつ、新規事
業の開発と収益化、グループシナジーの創出、未来人財の
育成などを並行して前へ進めます。今回、新たに取締役と
なり、これまで執行役員として果たしてきた任務の継続に
加え、社外への説明責任やガバナンスの視点も強く意識
するようになりました。企業価値を持続的に高めて株主の
皆さまへ還元し、地域社会を含むステークホルダーの皆さ
まと良好な関係を築くことが、自らに課された重要なミッ
ションだと自覚しています。

長谷川　これからも率直に意見を交換し合い、当社のより
良い未来を一緒につくり上げていきましょう。

中長期での成長を実現するために

Q：当社が持続的な成長を実現していくために、重要な観点は？

　当社グループは、株主をはじめとするステークホルダー
に対する経営責任を適切かつ安定的に果たすため、透明
で効率性の高い企業経営をめざすとともに、コンプライア
ンスの徹底を経営の根幹として位置付け、誠実かつ公正な
企業活動を遂行しています。また、取締役会で決議した「内
部統制システムに関する基本方針」のもとで、グループ全
体の業務の適正性を確保し、企業統治の強化を図ってい
ます。

　当社の機関設計は、牽制機能の実効性確保を目的とし
て、取締役会から独立した監査役および監査役会が監査
を行う監査役会設置会社を採用しています。

発生時対応

監査

連携

連携
報告

監査

連携

諮問

諮問

答申・報告

教育・啓蒙

助言

報告・提案監督・指示

株主総会

取締役会

経営会議

監査役会

内部監査室
代表者会議

コンプライアンス・賞罰委員会

情報セキュリティ委員会

会計監査人

監査役室

指名・報酬委員会

サステナビリティ委員会

開示委員会

リスク発生時対策本部

当社各部署およびグループ各社

※記載内容は2025年6月27日時点のものです。コーポレートガバナンス
基本的な考え方 コーポレートガバナンスの体制

体制図
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　経営上の重要な事項の意思決定を行うとともに、業務
執行に関する適切な監督を行っています。独立社外取締
役3名を含む全7名の取締役は、専門分野や経験分野が偏
らないよう多様性を持って構成し、取締役会の議長は社長
が務めています。また、取締役候補者については知見や人
物像などを勘案したうえで、取締役会で指名しています。
　当社は取締役会を原則毎月1回開催するほか必要に応
じて随時開催しており、2024年度は合計15回開催しました。
各取締役の出席状況については以下のとおりです。

　取締役会における具体的な検討内容として、年度事業
計画関連、決算・財務関連、ガバナンス関連、内部統制関
連、人事関連、サステナビリティ関連などを定例の審議項
目としています。加えて、2024年度は投資に関する事項、自
己株式の取得に関する事項などの審議を行いました。

　役員などの指名・報酬などの決定に関する手続きの透
明性・客観性を確保し、ガバナンス機能のさらなる充実を
図ることを目的としています。同委員会は、過半数を社外
役員の構成とし、当社の役員などの指名・報酬の方針や
手続き、内容などを審議しています。
　2024年度は、指名・報酬委員会を3回開催しました。各
委員の出席状況については以下のとおりです。

　指名・報酬委員会における具体的な検討内容として、役
員の指名に関する事項、役員の能力評価および目標の達
成状況をもとに算定された、業績評価を踏まえた個別の
報酬額に関する事項、役員報酬の一部改定に関する事項
などについて審議を行いました。

機関設計の形態
取締役の人数

（内、社外取締役の
人数）

監査役の人数
（内、社外監査役の

人数）
取締役の任期 執行役員制度の

採用
取締役会の

任意諮問委員会 会計監査人

取締役会・
監査役（監査役会）

設置会社
7名（3名） 4名（4名） 1年 有

＊指名・報酬委員会
＊サステナビリティ

委員会

アーク有限責任
監査法人

氏名 開催回数 出席回数

竹林 彰 15回 15回

石田 寛之 15回 15回

米澤 領一 15回 15回

町田 修一 15回 15回

遠藤 健 15回 15回

長谷川 直哉 15回 15回

小暮 恵理子 15回 15回

氏名 開催回数 出席回数

竹林 彰（委員長） 3回 3回

町田 修一 3回 3回

遠藤 健 3回 3回

長谷川 直哉 3回 3回

小暮 恵理子 3回 3回

コーポレートガバナンス早見表

［取締役の在任年数］［社外取締役比率］ ［女性取締役比率］

42.9％社外 14.3％女性2名～2年

3 名5年以上 2名2～5年

　取締役・監査役には、当社がめざす長期的かつ安定し
た成長と企業価値向上を担い、着実に実行できる高い知
識・経験・能力を求めています。
　経営幹部・取締役・監査役の指名・選任にあたっては、
指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会において決定し
ています。具体的には、最高経営責任者である取締役社長
が指名・報酬委員会に提案を行い、同委員会で審議を
行った後に、取締役会に諮って審議・精査を行います。
　指名・選任にあたっては、性別・国籍などの属性を問わ
ず、経営に関する多様な視点、職務遂行に必要とされる知
識・経験・能力を有した適切な人物を指名・選任するよう

努めています。

　最高経営責任者である取締役社長の後継者は、社内に
限定せず外部からも含めて人格・識見・実績を勘案して適
当と認められる者のなかからその人物を選定することとし
ています。その決定においては、より高い透明性や客観性
を持たせるために、取締役社長から後継者候補を指名・
報酬委員会に提案し、十分に審議を行い、審議結果を踏ま
えて取締役会で決議することとしています。

 

　中長期的な成長力を向上させ、持続可能な社会の実現
に貢献することを目的として、2022年9月にサステナビリ
ティ委員会を設置しました。同委員会ではサステナビリ
ティに関する方針や目標・実行計画などに関して、取締役
会に対して答申を行います。
　2024年度は、サステナビリティ委員会を3回開催しまし
た。各委員の出席状況については以下のとおりです。

　サステナビリティ委員会における具体的な検討内容とし
て、統合報告書における開示内容、TCFDへの対応の取り
組み状況および人権の尊重と人的資本の充実に関する取
り組みなどについて審議を行いました。

 

　会社全体の業務執行の円滑化を図ることを目的として、
執行役員などで構成し、社長を議長とする経営会議を設置
して、取締役会に上程する重要事項などの議案について事
前に審議を行っています。

 

　グループ方針の確認・意思統一およびグループの事業
活動に関する情報交換を目的として、当社の代表取締役
を含む常勤の取締役、執行役員、常勤監査役および各事
業会社の代表者をメンバーとした代表者会議を原則毎月
開催しています。

 

　監査役（全員独立社外監査役の4名）、監査役会、会計監
査人、内部監査室を設置し、相互に連携することによって実
効的な監査を行っています。
　監査役会は、原則として毎月1回開催するほか、必要に応
じて臨時に開催しており、2024年度は15回開催しました。各
監査役の出席状況については以下のとおりです。

　監査役会における具体的な検討内容として、監査計画
の策定、監査報告書の作成、会計監査人の選任、定時株
主総会への付議議案内容の監査、決算などに関して審議
しました。

氏名 開催回数 出席回数

長谷川 直哉（委員長） 3回 3回

石田 寛之 3回 3回

遠藤 健 3回 3回

小暮 恵理子 3回 3回

近藤 勝彦 3回 3回

氏名 開催回数 出席回数

立川 泰輔 10回 10回

近藤 勝彦 15回 15回

山田 美代子 15回 14回

菅田 隆志 10回 10回

植村 哲 5回 5回

遠藤 雅之 5回 5回

指名・選任

サステナビリティ委員会 代表者会議

監査体制

経営会議

指名・報酬委員会取締役会

最高経営責任者の後継者選定方針
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　当社では、以下の方針のもとで報酬を決定しています。

 

　報酬制度は、経営会議に提案して議論した後、指名・報
酬委員会の審議を経て、取締役会において決定していま
す。個別の報酬額については、報酬制度に基づいて能力
評価および目標の達成状況をもとに算定した個別の報酬
額を指名・報酬委員会で審議します。取締役会は指名・報
酬委員会での審議内容を確認のうえ、個別の報酬額の決
定を代表取締役社長に一任する旨の決議を行い、決定し
ています。

社外役員の体制

社外役員の選任理由など ※2025年6月26日定時株主総会終結時
氏名 独立性 在任年数※ 選任理由

遠藤 健 ◯ 10年

損害保険ジャパン（株）およびその関係会社などにおける企業経営者としての豊富な経験と
幅広い識見ならびに自動車業界への造詣をもとに当社経営全般の監督と助言を通じてコー
ポレートガバナンス強化に寄与していただいており、当社グループのさらなる成長に貢献い
ただくため選任しています。一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員
に指定しています。

長谷川 直哉 ◯ 4年

サステナビリティ経営、CSR、企業倫理および企業家史などを専門分野としており、高い識見
と専門性、加えて企業人としての経験も有する学識経験者として豊富な経験を有し、当社の企
業価値を高めるサステナビリティ経営についても貢献が期待できることから、当社のさらなる
成長に貢献いただくため選任しています。一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員に指定しています。

小暮 恵理子 ◯ 3年

（株）電通テックにおいて営業担当役員およびその関係会社における取締役社長など会社
経営者としての豊富な経験、さらに海外勤務経験、（株）電通テックにおけるジェンダー平等プ
ロジェクトの推進などの経験を有し、多角的に当社の経営全般の監督と助言が期待できるこ
とから、当社のさらなる成長に貢献いただくため選任しています。一般株主と利益相反の生じ
るおそれがないと判断し、独立役員に指定しています。

立川 泰輔 ◯ 1年

東京海上火災保険（株）入社後、東京海上日動あんしん生命保険（株）常務執行役員などを歴
任し、また、関連会社である（株）東海あんしんエージェンシーでは社長を務めるなど、会社経
営に関する豊富な経験を有しています。これらの経験、識見に基づき、的確な監査を行うこと
により、当社グループ経営の一層の適正化に貢献いただくために選任しています。一般株主
と利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定しています。

近藤 勝彦 ◯ 19年

弁護士として、企業法務をはじめとする豊富な経験を踏まえた法令についての高度な能力・
識見に基づき、客観的な立場から的確な監査を行うことにより、当社グループ経営の一層の
適正化に貢献いただくために選任しています。一般株主と利益相反の生じるおそれがないと
判断し、独立役員に指定しています。

山田 美代子 ◯ 3年
公認会計士として培われた専門知識と豊富な経験を有しています。さらに代表取締役や社外
監査役の経験もあり、当社グループ経営の一層の適正化に貢献いただくために選任してい
ます。一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定しています。

菅田 隆志 ◯ 1年

日産自動車(株)入社以来、国内営業部門においてマーケティング本部販売促進部長、日本営
業本部人財開発部長を歴任し、その後群馬日産自動車（株）社長、(株)茨日ホールディング副
社長など、自動車関連における会社経営者としての豊富な経験、識見に基づき、的確な監査を
行うことにより、当社グループ経営の一層の適正化に貢献いただくために選任しています。一
般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定しています。

報酬

決定に関する基本方針 決定プロセス

報酬制度

取締役会の実効性評価

　2025年3月に、すべての取締役・監査役および取締役会
にオブザーバーとして参加している執行役員を対象に、そ
の構成、開催頻度、議題、運営および資料などについて

「取締役会実効性評価アンケート」を実施しました。その集
約結果の概要は以下のとおりです。
　当社取締役会は、取締役会が適切に機能し、おおむね
良好であると評価しています。前年度の評価において改善
すべき事項として挙げられた重要課題については、一定程
度の取り組みを実施していると評価しました。その取り組

み状況と取締役会実効性評価アンケート結果を踏まえて、
当年度は下記の２点を重要課題として必要な取り組みを
実施し、取締役会のさらなる実効性向上に努めます。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の員数
（人）基本報酬 成果・業績連動報酬

取締役
（社外取締役を除く）

84 60 23 3

監査役
（社外監査役を除く）

0 0 - 1

社外役員 34 34 - 8

(注) �1. 上記の表は2024年度の実績です 
2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません 
3. 成果・業績連動報酬は、株価連動型報酬制度の規程に基づく当事業年度末における将来の支給見込額2百万円が含まれています

 

　報酬は、役位ごとの職責に応じて支給する「基本報酬」（固定報酬）と売り上げ・利益などの目標に対する達成度合いに応じ
て支給する「成果・業績連動報酬」（変動報酬）で構成されます。

🅐 �企業価値向上に貢献できる優秀な経営陣を確保できう
る報酬制度とする。

🅑 �ステークホルダーに対し、説明責任を果たしうる公正性・
合理性のある報酬内容とする。

🅒 �経営の監督を担う取締役は、十分な経営監督を行うの
にふさわしい報酬内容とする。

🅓 �業務執行を担う執行役員は、業務執行に対し、強い意欲
を持つことができ、成果・貢献度を反映した報酬内容と
する。

（１）	� 資本コストと株価を意識した経営のさらなる推進に資
するよう深度ある経営論議を行うこと。

（２）	� 子会社に対するガバナンスの向上に資するよう経営論
議の充実を図ること。
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株主・投資家とのコミュニケーション

　2024年度は、株主を含む機関投資家との個別のIRミー
ティングを適宜実施し、代表取締役社長、経営企画部担当
役員、経理担当役員、財務担当役員、IR担当部署が対応し
ました。ミーティングでは、自動車業界の動向や当社の中
期経営計画などの経営戦略、決算内容などについて説明

し、当社への理解を深めていただくとともに、有益なご意
見をいただくなど、建設的に意見を交換しました。また、株
主を含む個人投資家および国内外法人投資家からの問
い合わせや、少数株主権の行使などに際しても、IR担当役
員およびIR担当部署が適切に対応しました。

リスクマネジメント

　リスクの種別ごとに所管部署を定め、適切なリスク管理
を行うとともに、経営に重大な影響を与える可能性がある
リスクについては、取締役会に報告して必要な事項を決議
します。不測の事態が発生した場合には、「グループ危機

管理規程」に基づいて、当社および子会社にそれぞれ代
表取締役を本部長とする対策本部を設置。必要に応じて
外部アドバイザリーチームを組織し、損害の拡大を最小限
にとどめる体制を整えます。

コンプライアンス

　「グループ企業倫理規程」のもとで、グループ全体のコ
ンプライアンス体制を構築しています。
　内部監査部門として執行部門から独立した「内部監査
室」を設置して、当社および子会社の各部・各拠点に対す
る定期監査・臨時監査を実施しています。すべての監査結
果は、代表取締役を含む常勤の取締役・監査役などをメン
バーとする内部監査報告会（原則毎月開催）に報告し、取
締役会に対しても定期的に報告しています。
　また、内部統制システムの構築において重要視されるコ
ンプライアンスの推進にあたっては、その中核をなす機関
として「コンプライアンス・賞罰委員会」を設置しています。
同委員会は、当社グループにおけるコンプライアンス事案
の分析、賞罰案・再発防止策などの検討を行うとともに、
当社グループ社員が遵守すべきコンプライアンスの根幹

となる倫理規程のもとで、グループ全体への啓蒙教育、水
平・垂直展開を推進することでコンプライアンスの浸透、
定着を図っています。2024年度は「コンプライアンス・賞罰
委員会」を6回開催しました。
　さらに、グループ社員からの内部通報・提案窓口として、
当社内に「NTHイージーボイス」を、外部の第三者機関に

「NTHコンプライアンスホットライン」を、それぞれ設置して
います。
　加えて、当社グループは、「グループ企業倫理規程」にお
いて、行動規範、行動基準を示し、反社会的勢力に対して
の利益供与はせず、不当な要求を受けた場合、毅然として
対応し、一切関係を持たないことを掲げており、反社会的
勢力との関係を遮断するため、外部専門機関と連携し、反
社会的勢力に関する情報の収集に努めています。

アンケート
内容の検討

（事務局）

アンケート
内容の確認

（取締役会）

アンケートの
実施

（全取締役・監査役・
執行役員）

アンケート
結果の
集約・分析

（事務局）

アンケート
結果の
取締役会報告

・�アンケート結果を 
踏まえた取締役会の 
実効性の評価

・�取り組むべき課題の 
決定 （取締役会）

評価結果の
開示

（コーポレート 
ガバナンス報告書など）

　当社は、取引先との安定的・長期的な取引関係の構築、
業務提携、または協働ビジネス展開の円滑化および強化
などの観点から、当社グループの中長期的な企業価値向
上に資すると判断される場合、当該取引先などの株式など
を取得し保有することができるものとしています。また、保
有の適否を毎年検証し、保有合理性のない株式について
は売却する方針としています。
　政策保有株式を保有することの合理性については、「資
本コストなどを踏まえ他の資金活用と比較して有効か否
か」の定量的な観点と、「業務上の協力関係の強化・維持
が可能か」の定性的な観点から総合的に検証したうえ、そ

の結果を取締役会に諮ることとし、当社グループの中長期
的な企業価値向上に資さないと判断した場合は、株式市
場の状況なども考慮しながら、売却します。
　2025年3月に実施した検証の結果、定量的な観点では
投資利益率は資本コストを大幅に上回り、また定性的な
観点からもすべての保有株式について問題はありません
でした。
　議決権行使については、発行会社の財務健全性維持や
企業価値向上を基準として、議案に対する賛否を判断し 
ます。

政策保有株式の方針

社外役員のサポート体制

　当社の社外取締役および社外監査役をサポートする体
制として、法務・コンプライアンス部内に取締役会事務局
を設置し、必要な社内情報を提供するなど社外役員のサ
ポートを行っています。また、取締役会の開催前に審議内

容をより深く把握することを目的として、資料を構成メン
バー全員に電子メールなどで共有できる体制を構築する
とともに、社外役員に対しては事前説明会を開催してい 
ます。

取締役・監査役に対するトレーニング

　当社は、取締役・監査役に対して以下のトレーニングを実施しています。

❶ �就任時講習：当社の事業・財務報告・組織などに関する必要な知識を講習します。
❷ �更新講習：就任時講習の内容をアップデートするための講習を行います。
❸ �セミナー・講習などの機会提供・費用負担：会社法などの法令、会計、内部統制、経済情勢や業界動向など、個々の取締役・監査役に適

合したトレーニングの機会を提供・斡旋し、その費用を負担しています。
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2015年7月
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2010年６月
2011年６月
2015年４月

2015年６月
2015年12月
2017年６月
2018年６月
2019年８月
2021年６月
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1981年４月
1990年４月
2012年４月
2017年６月
2017年10月
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1999年4月

2006年6月

1982年4月
2004年4月
2007年4月
2009年4月
2012年6月

2020年4月

2024年6月

1982年４月

2006年４月

2007年４月
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2011年４月
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2021年３月
2021年６月
2022年10月
2025年5月

日産自動車（株） 入社 
（株）日産サティオ島根
代表取締役社長 
日産自動車（株）マーケティング本部
エリアマーケティング部長 
中央日産（株） 代表取締役社長 
日産自動車（株）
日本営業本部副本部長 
同日本営業本部
副本部長 兼 当社 取締役 
当社 副社長執行役員
�当社 代表取締役社長（現）  
当社 社長執行役員（現）
日産東京販売（株）代表取締役社長
同取締役会長（現）

東京海上火災保険(株) 入社
東京海上あんしん生命(株)  
ライフパートナー営業部 課長
合併により社名を東京海上日動 
あんしん生命保険(株)に変更
同営業マーケティング部次長  
兼 あんしん大阪支社長
(株)東海あんしんエージェンシー  
取締役社長
東京海上日動あんしん生命保険(株)  
関西営業支援部長
同執行役員 関西営業支援部長
同常務執行役員
東京海上日動火災保険(株)  
非常勤顧問（現）
当社 社外監査役（現）

東京日産自動車販売（株） 
（現 当社）入社 
当社 経理部長（現） 
当社 執行役員（現） 
当社 取締役（現） 
日産東京販売（株） 執行役員（現）

中央青山監査法人 入所
公認会計士登録
山田公認会計士事務所開設（現）

（有）シーズンズパートナーズ  
代表取締役（現）

（株）日本エム・ディ・エム 監査役
税理士法人 四季会計 代表社員（現）
学校法人 清泉女子大学 監事
当社 社外監査役（現）
学校法人 女子学院 監事（現）
(株)ハイパー 社外監査役(現)

安田火災海上保険（株）
（現 損害保険ジャパン（株））入社 
同専務執行役員 東京本部長 

（株）ジャパン保険サービス 代表取締役社長
損保ジャパン日本興亜保険サービス（株）
代表取締役会長 
当社 社外取締役（現） 
SOMPOケアネクスト（株） 代表取締役社長 
SOMPOケアメッセージ（株） 代表取締役社長 
�SOMPOケア（株） 代表取締役社長 
社会保障審議会 専門委員 
�全国介護事業者政治連盟 副会長  
一般社団法人全国介護付きホーム協会 顧問  
�SOMPOケア（株） 代表取締役会長CEO  
SOMPOホールディングス（株）
介護・シニア事業 オーナー執行役
SOMPOケア(株) 相談役会長 
SOMPOホールディングス(株） 顧問
公益社団法人全国有料老人ホーム協会 理事（現）
社会福祉法人伸こう福祉会 理事長（現）

中央宣興（株） 入社 
（株）電通プロックス 入社 
PROMO TEC 取締役

（株）電通テック 執行役員 
PROMO TEC 取締役社長（兼務） 
当社 社外取締役（現）

1991年4月
2005年4月
2011年4月
2013年7月
2017年11月
2020年4月
2021年4月

2023年4月
2024年4月

2025年6月

日産自動車（株）入社
東風日産乗用車公司 市場部 副部長
和歌山日産自動車販売（株） 代表取締役社長
韓国日産 代表取締役社長
タイムズモビリティネットワークス（株） 商品企画部長
当社 理事
当社 執行役員
日産東京販売（株）執行役員
当社 常務執行役員
当社 専務執行役員（現）
日産東京販売（株）常務執行役員（現）
当社 取締役（現）

�弁護士登録（第二東京弁護士会）　 
渡部喬一法律事務所 入所（現）
当社 社外監査役（現）

2002年4月
2014年7月

2018年4月
2021年1月

2021年4月
2023年4月
2025年4月

2025年5月
2025年6月

日産自動車（株）入社
裕隆日産汽車股份有限公司 事業企画部 
シニアゼネラルマネージャー
インドネシア日産自動車会社 経営企画部 ダイレクター
日産自動車（株） 関東リージョナルセールスオフィス 
エリアゼネラルマネージャー
日産プリンス福島販売（株） 代表取締役社長
日産プリンス神奈川販売（株） 取締役副社長
日産自動車（株） 日本ネットワーク本部副本部長（現）
大阪カーライフグループ（株） 取締役（現）
日産大阪販売（株） 取締役（現）
日産ネットワークホールディングス（株） 取締役（現）
当社 取締役（現）

日産自動車(株) 入社
同マーケティング本部販売促進部長
同日本営業本部人財開発部長
群馬日産自動車(株) 取締役副社長
同代表取締役社長
ＧＮホールディングス(株) 取締役
茨城日産自動車(株) 取締役副社長
日産プリンス茨城販売(株) 取締役副社長
(株)茨日ホールディング 副社長
当社 社外監査役（現）

安田火災海上保険（株）
（現 損害保険ジャパン（株））入社 
国立大学法人 山梨大学大学院
持続可能社会形成専攻 准教授 
芝浦工業大学 工学部 兼任講師 
�中央大学大学院 国際会計研究科 兼任講師 
芝浦工業大学大学院
工学マネジメント研究科 兼任講師 
法政大学 人間環境学部人間環境学科 教授 （現） 
サッポロホールディングス（株）
サステナビリティ・シニアアドバイザー  
岡部（株） 社外取締役（現） 
当社 社外取締役（現）

（株）シルバーライフ 社外取締役（監査等委員）（現）
（株）レゾナック・ホールディングス 
サステナビリティアドバイザー（現）

常勤監査役

立川 泰輔

取締役 監査役

社外取締役

小暮 恵理子

社外取締役

遠藤 健
社外取締役

長谷川 直哉

取締役

米澤 領一
取締役

髙濵 圭裕

代表取締役社長

竹林 彰
取締役

菊池 毅彦

監査役

山田 美代子
監査役

菅田 隆志

監査役

近藤 勝彦

氏名 役職名 性別
指名・
報酬
委員会

サステナ
ビリティ
委員会

企業
経営

専門性

マーケ
ティング・
営業

財務・
ファイ
ナンス

IT・
デジタル/
DX

人事・
労務・
人財開発

法務・
リスク
マネジメント

ESG・
サステナ
ビリティ

取締役

竹林 彰 代表取締役社長 男 ◯ ● ● ●

菊池 毅彦 取締役 男 ◯ ● ● ●

米澤 領一 取締役 男 ● ● ●

髙濵 圭裕 取締役 男 ◯ ● ● ●

遠藤 健 取締役 男 ◯ ◯ ● ● ●

長谷川 直哉 取締役 男 ◯ ◯ ● ● ●

小暮 恵理子 取締役 女 ◯ ◯ ● ● ●

監査役

立川 泰輔 常勤監査役 男 ● ● ●

近藤 勝彦 監査役 男 ◯ ● ●

山田 美代子 監査役 女 ● ● ●

菅田 隆志 監査役 男 ● ● ●

スキルマトリックス

役員一覧

　スキルマトリックスは、これまでの業務経験により専門性を発揮できる、もしくは執行部門に対する必要な助言・監督が期待できる知見を有している 
項目に●を３つまで記載しています。
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